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（海上自衛隊幹部学校 戦略研究会 コラム 186 2021/02/16） 

 

海上武力紛争における交戦資格 

－ 法執行機関の船舶、民兵の運航する船舶、無人機の扱い等 － 

（その１） 

 

 

はじめに 

我が国の安全保障上の脅威の形態として、軍事と非軍事を意図的に曖昧にしつつ、

主権を侵害し、自国の一方的な主張を強要するために用いられる、いわゆる「ハイブ

リッド戦」がある1。ハイブリッド戦の共通の定義付けは困難であるが、その様相は、

政治目的の達成のため、対象国の脆弱性に合わせて正規軍と非正規兵力、物理的な力

により影響を及ぼす手段と非物理的な方法により影響を及ぼす手段を複合的に組み合

わせ、同期させて用いることにより相乗効果を発揮させようとする戦闘といえる2。そ

のようなハイブリッド戦は「軍事と非軍事の境界を意図的に曖昧にした現状変更の手

法であり、このような手法は、相手方に軍事面にとどまらない複雑な対応を強いるこ

とにな」ると考えられている3。その例として、国籍や国家意思を隠匿した兵力による

作戦、サイバー行動（operation）・攻撃（attack）による通信・情報設備に対する妨害、

インターネットやメディアを通じた偽情報の流布などによる「影響工作」4などを複合

的に用いた手法がハイブリッド戦に該当すると考えられている5。 

事例としては、2014 年のクリミア危機においてロシアがウクライナに対してクリ

ミア半島を併合するために行った、ロシア正規軍による軍事作戦と国籍を秘匿した武

装グループによる隠密作戦の組み合わせをはじめ、攻撃的な欺瞞情報の流布などを含

む一連の作戦が挙げられる6。 

ハイブリッド戦において想定される、海上を作戦行動の場とするビークルは、伝

統的な軍艦及び軍用機に加えて、海上民兵の運航する「漁船」、海上法執行機関の政府

船舶、無人機などが考えられる。本稿では、海上武力紛争（海戦）において交戦権

（belligerent rights）を行使できる者、すなわち、戦争行為（belligerent acts/ acts of 

war）・敵対行為（hostilities）に従事すること7ができる主体とこれらのビークルの地位

ついて整理してみたい。 
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１ 海戦における交戦資格の原則 

（１）軍艦・軍用機 

武力紛争法8における敵対行為に直接参加する権利を有する戦闘員は軍隊の構

成員であると説明される9。しかし、海戦における敵対行為には、武器を使用して軍事

目標を攻撃するのみならず、経済戦にあたる商船に対する臨検・捜索、捕獲等も含ま

れる10。また、海洋という陸上と異なる環境もあいまって、交戦権の行使の主眼は、陸

上における戦闘の場合に交戦資格を衛生要員及び宗教要員を除く軍隊構成員、すなわ

ち人に付与しているのに対し、海上における戦闘については、主としてビークル（乗

物）毎にその地位を判断するという相違がある11。 

帆船時代等の海戦においては、武器の射程の関係から敵味方の軍艦の間合いが

近く、接舷しての斬り込み隊による乗船戦闘が行われた。ジュネーヴ条約でも軍艦内

で戦闘が行われる場合の病室の保護について規定されており12、船内戦闘が行われる

ことを前提としている13。現代においても乗船隊による敵艦艇等への乗船後の船内戦

闘が行われる場合も考えられ、そのような場合の交戦資格は、軍隊構成員に付与され

ることになるが、海上における活動単位の特殊性から海上武力紛争における交戦資格

の有無を判断する場合の主な行為主体は各ビークルということができる。そして、海

上武力紛争において交戦権を行使できるビークルは、軍艦及び軍用機のみであるとさ

れている14。したがって、交戦資格を保持する船舶は、伝統的な戦時国際法においては

軍艦のみである15。軍艦の定義は、「１の国の軍隊に属する船舶であって、当該国の国

籍を有するそのような船舶であることを示す外部標識を掲げ、当該国の政府によって

正式に任命されてその氏名が軍務に従事する者の適当な名簿またはこれに相当するも

のに記載されている士官の指揮の下にあり、かつ、正規の軍隊の規律に服する乗組員

が配置されているものをいう」（国連海洋法条約 29 条）とされている16。これは、1907

年の商船を軍艦に変更することに関する条約（ハーグ第 7 条約）及び 1958 年の公海

条約を反映しており、国際慣習法として確立していると考えられている17。 

16 世紀頃から 19 世紀にかけては、私掠船（privateer）の制度があり、私有の船

舶が政府の捕獲免許（特許）状の発行を通じて認可を受け私掠船として自国領海又は

公海上で敵国の船舶やその積荷の捕獲や攻撃に従事する私掠（privateering）が国際法

で認められていた18。16 世紀後半以降、私掠船による活動は軍艦によるものよりも活

発であり、植民地獲得で先行していたスペインに対し英国が、その後の世界で海洋優

位を獲得した英国に対してフランスが実施した通商破壊の主力は私掠船であった19。

また、米国の独立戦争（1775－1783）及び 1812 年戦争（1812－1815）においても私
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掠船が英国に対する通商破壊戦の主力であった20。1812 年戦争において、数十隻の米

海軍の軍艦が約 180 隻の英国船舶を捕獲したのに対し、200 隻以上の私掠船は、1,300

隻以上の英国船舶を捕獲している21。 

しかしながら、1853 年に始まるクリミア戦争の終結に伴う 1856 年のパリ宣言22

により私掠船は廃止され、1907 年に締結された商船を軍艦に変更することに関する条

約（ハーグ第７条約）23により、商船を軍艦として使用する場合の変更の手続きの要件

が定められるに至り、私掠船の廃止は確定的となり、海戦において交戦権を行使でき

る船舶は軍艦のみであることが確立した24。 

 

 
（写真：防衛省） 

 

次に軍用機については、軍艦の定義と異なり条約上の軍用機の定義は存在しない。

条約としての効力はないが、空戦を規律する国際法の参考として有力な 1923 年のハ

ーグ空戦規則案（The Hague Rules of Air Warfare）25では、「交戦権ハ軍用航空機ニ限

リ之ヲ行使スルコトヲ得（Military aircraft are alone entitled to exercise belligerent 

rights.）」（13 条）としており、我が国海軍省による 1937 年発刊の『戦時国際法規綱

要』では、これを引用して、軍用機は軍艦と同様、いわゆる交戦者として戦闘行為に

従事し、また交戦者としての特殊の権利を有するものとするとしている26。また、軍用

機の定義としては、① 公の航空機であって、かつ、軍用に供され27、② 国籍及び軍用

である資格を示す外部標識を掲げ28、③ 国の軍務に服し、正当に任命され、又は徴集
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された者の指揮の下に置かれ29、④ その乗員は、航空機から分離した場合においては、

遠方から認識できる固着の特殊徽章を有することとされた30。人道法国際研究所が主

催して作成され 1994 年に採択された「海上武力紛争法サンレモ・マニュアル」によ

れば、軍用機は、「１の国の軍隊の指定された部隊によって運航される航空機であって、

当該国の軍用標識を有し、軍隊構成員によって指揮され、かつ、正規の軍隊の規律に

服する乗員が配置されているものをいう」とされる31。 

さらに、国際的な専門家グループにより 2009 年に採択された現代における航空

作戦及びミサイル戦に適用される国際法について解説した Manual on International 

Law Applicable to Air and Missile Warfare（AMW Manual）32によれば、軍用機の定義

は、「１国の軍隊が運用し、当該国の軍用標識を有し、軍隊構成員が指揮し、正規の軍

隊の規律に服するクルーにより管制され、配置され又は予めプログラムを組み入れら

れているあらゆる航空機」とされている33。また、2017 年に改訂された米国のマニュ

アルである指揮官ハンドブック NWP1-14M も軍用機の定義について、AMW マニュ

アルを踏襲している34。これらは、無人機も包含した概念であるということができる。 

ここまでみてきたように、海上武力紛争において交戦資格を有するビークルは、

伝統的には、軍艦及び軍用機ということになる。そして、技術の発展に伴い、これら

には無人機を含むという考え方が存在するが、無人機については、この後、別に検討

することとする。 

 

 
  （写真：防衛省） 
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（２）商船の軍艦への変更 

前述したように 1856 年のパリ宣言と 1907 年のハーグ第 7 条約により、私掠船

が廃止され、商船を軍艦に変更する場合の条件が定められたため、海戦においては軍

艦のみが交戦権を行使できる船舶として定着した。そこで、戦時において各国海軍は

常備艦隊の不足を補うために商船を私掠船としてではなく、軍艦に変更して用いるこ

とが行われた。特に第１次大戦と第２次大戦においては、大規模に行われた35。第 2 次

大戦中に我が国で商船を徴用して軍艦に変更した「特設艦船」は、約 1,400 隻といわ

れている36。ここでいう「商船」とは、海上武力紛争法上、商業的又は私的業務に従事

する船舶をいい、軍艦、補助船舶、非商業的業務に従事する政府船舶（税関、警察機

関の船舶等）以外の船舶をいう。また、病院船、沿岸救助用舟艇その他の衛生輸送手

段も除かれる37。したがって、貨物船やタンカーなどの典型的な船舶のみならず、漁船、

ヨット等及び商業的業務に従事する政府の船舶も、海上武力紛争法上の「商船」にあ

たる38。 

商船を軍艦に変更する場合に必要な条件は、① 掲げる国旗の所属国の直接の監

督及び責任の下に置かれること39 ② その国の軍艦の外部徽章を附すこと40 ③ 指揮

官はその国の正式に任命され艦隊名簿に記載された海軍士官であること41 ④ 乗員は

軍紀に服すること42 ⑤ 戦争の法規慣例を遵守すべきこと43、そして、⑥ 速やかに軍

艦への変更を軍艦表中に記入することである44。これらは、商船を軍艦に変更する場合

の条件を示すものであると同時に、軍艦の定義として慣習国際法に反映されたもので

ある45。各国とも戦時においては、この制度を活用しており、我が国をはじめ、ドイツ

や英国も徴用した商船を特設巡洋艦等として軍艦に変更して用いた46。特設巡洋艦に

ついては、偵察、哨戒、船団護衛の他、かつての私掠船が担っていた通商破壊の実施

が主な任務であった47。 

 
（第 2 次大戦時のドイツ補助（特設）巡洋艦コルモラン（Kormoran） 写真：豪海軍） 
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なお、商船にあたらない補助船舶や非商業的業務に従事する政府船舶を軍艦に

変更する場合もこのルールに合致させる必要がある。現代において、軍艦以外の船舶

を軍艦に変更した例として、2017 年 8 月に米国の Military Sealift Command に所属す

る補助船舶の Lewis B. Puller (ESB-3)が前方展開のため、中東の第５艦隊の作戦担任

区域（Area of Responsibility）に入域するにあたり、合衆国海軍の補助船舶に該当する

USNS（United States Naval Ship）48から合衆国軍艦を意味する USS（United States 

Ship）49に再指定された50。その際、艦長には海軍大佐が着任し、軍人の乗員が配置さ

れた51。補助船舶とは、「軍艦以外の船舶で、１の国の軍隊が所有しまたはその排他的

指揮下に置かれ、かつ、当分の間政府の非商業的業務につかせているもの」52である。

Lewis B. Puller (ESB-3)は、補助船舶であったため交戦権を行使できないので、敵対行

為にあたる航空機の作戦運用等ができなかったが、軍艦に変更することにより、柔軟

な軍事作戦を遂行することを可能とした53。 

 
（USS LEWIS B. PULLER (ESB 3) “conducting airborne mine countermeasure training operations” 米海軍） 

 

（３）軍艦の一部 

軍艦が搭載する内火艇、RHIB（Rigid-hulled inflatable boat）54等のボートはど

のように扱われるのか。1937 年の『戦時国際法規綱要』によれば、「海戦ノ場合ニ於

ケル交戦権ノ行使者」として「軍艦ニ搭載スベキ船艇」を挙げ、「軍艦ニ附属セル船艇

ハ、軍艦ノ一部ト看做サルヘシ」としている55。すなわち、内火艇や RHIB は、商船に

対する臨検等に使用されるが、軍艦に搭載しているそのような小型艇については、軍

艦の一部とみなされ、したがって、軍艦の保持する交戦権を行使することが認められ

る。ただし、交戦権の行使とは異なるが、米軍は、大型の船舶から発出された LCAC

（Landing Craft Air Cushioned）やその他の小舟艇は母船の地位とは関係なく軍艦と
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同様に主権免除のあるクラフト（craft）であるとしている56。 

 
（軍艦の搭載艇は、軍艦の一部とみなされる。 写真：防衛省） 

 

また、艦載の航空機も軍艦の一部とみなす考え方がある。1923 年のハーグ空戦

規則案によれば、「軍艦（航空母艦ヲ含ム）ニ搭載中ノ航空機ハ軍艦ノ一部ト看做サル

ヘシ」（41 条）としており、航空機についても艦載機の場合は、軍用機であるが、軍

艦の一部でもあり、軍艦の地位を共有するということができる57。 

 
（艦載機は軍用機であり、また軍艦の一部としての地位も保持する。 写真：防衛省） 

  

（海上自衛隊幹部学校 戦略研究室 佐藤 幸輝） 

 

(本コラムに示された見解は、幹部学校における研究の一環として発表する執筆者個

人のものであり、防衛省または海上自衛隊の見解を表すものではありません。) 
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